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水産動植物の被害防止及び水質汚濁に係る農薬登録保留基準の設定を不要とする農

薬について（ばく露のおそれが極めて少ないと認められる農薬） 

 

 

 

今般、登録申請されている下記の農薬のマシニッサルアについては、その使用方

法等から、当該農薬の成分物質等が河川等の水系に流出するおそれが極めて少ない

と認められるため、別紙２「水産動植物の被害のおそれが極めて少ないと認められ

る農薬の取扱いについて」２．②及び「水質汚濁に係る水の利用が原因となって人

畜に被害を生じるおそれが極めて少ないと認められる農薬の取扱いについて」２に

基づき、水産動植物の被害防止及び水質汚濁に係る農薬登録保留基準の設定を行う

必要がない農薬とする。 

なお、今後、既登録内容とは異なる使用方法の製剤について登録申請がなされた

場合には、水産動植物の被害防止及び水質汚濁に係る農薬登録保留基準の設定の必

要性について改めて検討することとする。 

  

 

記 

 

農薬名 化学名 使用目的 使用方法の概要 

マシニッサルア 

(E,Z)-4,6-ヘキサデカジエニル

=アセタート 

及び 

(E,Z)-4,6-ヘキサデカジエナー

ルの混合物 

交尾阻害 

ディスペンサー（当該剤を封入

したポリエチレンチューブ）を

対象作物の枝に巻き付け設置

する。 
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水産動植物へのばく露のおそれがないと認められる場合の農薬の使用方法の詳細について

（抜粋） 

 

「『農薬の登録申請に係る試験成績について』（平成１２年１１月２４日付け１２農産第

８１４７号農林水産省農産園芸局長通知）の運用について」（平成１３年１０月１０日付け

１３生産第３９８６号農林水産省生産局生産資材課長通知）において、「当該農薬の剤型、

使用方法等からみて、当該農薬の成分物質等がその使用に係る農地に混入し、又は河川等の

水系に流出するおそれがないと認められる場合」に該当するとして掲げられている使用方法

の詳細は以下のとおり。 

 

ア．誘引剤等当該農薬の成分物質が封入された状態で使用される場合 

農薬の成分物質が封入された状態で使用される農薬には誘引剤や交信かく乱剤があり、

樹木等につり下げて使用する場合とトラップ容器内に設置して使用する場合がある。 

樹木等には農薬(交信かく乱剤)を封入したポリエチレンチューブがつり下げられ(図

１)、ポリエチレンチューブ内から大気中に放出される。通常 10a あたり 100～200 本程度

をほ場内の樹木(果樹)につり下げたりほ場内に立てた支持棒に巻きつけて使用する(図２

及び３)。 

 

 

                

               ※長さ 20cm、太さ 2mm のチューブ 2本を両端で接合 

している 

 

 

 

図１．ポリエチレンチューブに封入した農薬の例(コンフューザーR) 

(http://www.aomori-itc.or.jp/assets/files/kajuken/H20nasienkonR.pdf) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 果樹での使用例          図３ 野菜での使用例 

（図２及び３：生物農薬+フェロモンガイドブック 2006 日本植物防疫協会） 

別紙１ 

http://www.aomori-itc.or.jp/assets/files/kajuken/H20nasienkonR.pdf


水産動植物の被害のおそれが極めて少ないと認められる農薬の

取扱いについて

１．基本的な考え方

現行の農薬取締法テストガイドラインにおいては、水産動植物への毒性が

極めて弱い又は暴露のおそれがないと一般的に考えられる種類の農薬につい

て、水産動植物への影響に関する試験成績（魚類、ミジンコ、藻類の急性毒

性試験成績）や環境中予測濃度の算定に必要な資料の提出を必要としない旨

規定されている。

こうした農薬については、登録保留基準値を設定してリスク管理を行う必

要性が低いものも多いものと考えられる。

このため、こうした農薬については、個別の農薬毎に、水産動植物への毒

性や使用方法等から「水産動植物の被害のおそれ」を考慮し、そのおそれが

極めて少ないと認められるものについては、登録保留基準値の設定を行う必

要がない農薬として整理するという運用としたい。

２．具体的な運用の考え方

農薬取締法テストガイドラインにおける

①「当該農薬の成分物質等の種類等からみて、その毒性がきわめて弱いこと

等の理由により、安全と認められる場合」（水産動植物への毒性が極めて弱い

と認められる場合）

又は

②「当該農薬の剤型、使用方法等からみて、当該農薬の成分物質等がその使

用に係る農地に混入し、又は河川等の水系に流出するおそれが極めて少ない

と認められる場合」（暴露のおそれが極めて少ないと認められる場合）

に該当するものとして申請がなされた農薬については、水産動植物登録保留

基準設定検討会及び中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会において、水

産動植物への毒性や使用方法等を考慮して「水産動植物の被害のおそれが極

めて少ないと認められる」との結論が得られたものについては、登録保留基

準値の設定を行う必要がない農薬として整理するという運用としたい。
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別紙２平成 18 年 12 月 21 日中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 4 回）了承

平成 24 年 2 月 24 日中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 29 回）修正了承
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水質汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれが極

めて少ないと認められる農薬の取扱いについて

１．基本的な考え方

現行の農薬取締法テストガイドラインにおいては、当該農薬の有効成分

の種類、剤型、使用方法等からみて毒性、環境中予測濃度算定等に関する

試験成績の提出を必要としない合理的な理由がある場合には、当該試験成

績の提出を必要としない旨規定されている。

こうした農薬については、水質汚濁に関する登録保留基準値を設定して

リスク管理を行う必要性が低いものも多いものと考えられる。

このため、こうした農薬については、個別の農薬毎に、人畜への毒性や

使用方法等から「水質汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生

ずるおそれ」を考慮し、そのおそれが極めて少ないと認められるものにつ

いては、水質汚濁に関する登録保留基準値の設定を行う必要がない農薬と

して整理するという運用としたい。

２．具体的な運用の考え方

農薬取締法テストガイドラインにおける

「当該農薬の成分物質等の種類等からみて、その毒性がきわめて弱いこと

等の理由により、安全と認められる場合」（人畜への毒性がきわめて弱い

と認められる場合）

又は

「当該農薬の剤型、使用方法等からみて、当該農薬の成分物質等がその使

用に係る農地に混入し、又は河川等の水系に流出するおそれが極めて少な

いと認められる場合」（暴露のおそれが極めて少ないと認められる場合）

に該当するものとして申請がなされた農薬については、中央環境審議会土

壌農薬部会農薬小委員会において、人畜への毒性や使用方法等を考慮して

「水質汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれが極

めて少ないと認められる」との結論が得られたものについては、水質汚濁

に関する登録保留基準値の設定を行う必要が無い農薬として整理するとい

う運用としたい。

平成 20 年 8 月 26 日中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 10 回）了承

平成 24 年 2 月 24 日中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会（第 29 回）修正了承
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（参考） 

農薬の登録申請に係る試験成績について （平成１２年１１月２４日付け１２農産第８１４

７号農林水産省農産園芸局長通知）（関係部分のみ抜粋） 

 

第４ 試験成績の提出の除外について 

 第１の規定にかかわらず、別表２に掲げる場合その他当該農薬の有効成分の種類、剤型、

使用方法等からみて試験成績の一部につきその提出を必要としない合理的な理由がある場

合には、申請者は、当該理由を記載した書類等を当該試験成績に代えて提出することができ

る。 

 

（別表２） 

第４中「別表２に掲げる場合」とは、下表の左欄のそれぞれの試験成績ごとに同表の右欄に

示す場合のことをいう。 

 

     試験成績 

 

      試験成績の提出を要しない場合 

 

水産動植物への影響に

関する試験成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)魚類急性毒性試験

成績 

（注：ミジンコ類急性遊泳阻

害試験成績、藻類生長阻害試

験成績の場合も同様の規定あ

り。） 

 

 

 

次に掲げる区分のいずれかに該当する場合 

１．原体での実施に関し、次に掲げる区分のいずれ

かに該当する場合 

① 当該農薬の剤型、使用方法等からみて、当該

農薬の成分物質等が河川等の水系に流出するお

それがないと認められる場合 

② 当該農薬の成分物質等の種類等からみて、そ

の毒性がきわめて弱いこと等の理由により、有

害でないと認められる場合 

 

２．製剤での実施に関し、当該農薬の剤型、使用方

法等からみて、当該農薬の成分物質等が河川等

の水系に流出するおそれがないと認められる場

合 

当該農薬に係る魚類急性毒性試験成績、ミジンコ類

急性遊泳阻害試験成績及び藻類生長阻害試験成績

の結果等から、追加の魚類の魚類急性毒性試験の必

要性がないと認められる場合 
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環境中予測濃度算定に

関する試験成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる区分のいずれかに該当する場合又は下

記左欄に掲げる(1)～(6)の試験成績について、それ

ぞれ右欄に掲げる場合 

① 当該農薬の剤型、使用方法等からみて、当該農

薬の成分物質等がその使用に係る農地に混入

し、又は河川等の水系に流出するおそれがな

いと認められる場合 

② 当該農薬の成分物質等の種類等からみて、その

毒性がきわめて弱いこと等の理由により、安全

と認められる場合 

 


